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平成２９年度 

 

台風２１号により被災された事業者（製造業を除く）

支援のための地域企業等事業再開支援事業 

募集要領 
 

《お問い合わせ先》 

【本庁】 

和歌山県 商工観光労働部 商工労働政策局 商工振興課 

  ＴＥＬ：０７３－４４１－２７４２ 

※和歌山市内のホテル営業、旅館営業等は県庁観光振興課 

（℡０７３－４４１－２７７７） 

  ※和歌山市内の訪問介護事業者等は県庁長寿社会課 

  （℡０７３－４４１－２５１９） 

※和歌山市内の医療機関は県庁医務課 

  （℡０７３－４４１－２６００） 

※和歌山市内の薬局・医薬品販売業は県庁薬務課 

  （℡０７３－４４１－２６６０） 

 

【各振興局連絡先（代表）】 

海草振興局（℡０７３－４３２－４１１１) 

海草振興局 健康福祉部（℡０７３－４８２－０６００) 

那賀振興局（℡０７３６－６３－０１００） 

伊都振興局（℡０７３６－３４－１７００） 

伊都振興局 健康福祉部（℡０７３６－４２－３２１０） 

有田振興局（℡０７３７－６３－４１１１） 

日髙振興局（℡０７３８－２２－３１１１） 

日髙振興局 健康福祉部（℡０７３８－２２－３４８１） 

西牟婁振興局（℡０７３９－２２－１２００） 

東牟婁振興局（℡０７３５－２２－８５５１） 

東牟婁振興局 健康福祉部 串本支所（℡０７３５－７２－０５２５） 

 

※また、各商工会・商工会議所でもご相談に対応致しますので、ご利用ください 

 

平成２９年１１月 

和歌山県 
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和歌山県では、平成２９年台風２１号による災害により被災した和歌山県

内の事業者（以下「被災事業者」という。）の県内における事業再開を支援

するため、被災した事業用建物や設備の復旧に要する経費に対し地域企業等

事業再開支援事業補助金(以下「補助金」という。)を交付しますので、以下

のとおり事業再開計画等の申請を募集します。 

なお、補助金交付の申請には、事前に事業再開計画等の承認を受けること

が必要です。 

 

記 

１ 補助対象者   

       被災事業者のうち次のすべてに当てはまる者。 

①  中小企業信用保険法第２条に規定する中小企業者(但し、日本標準産

業分類（平成 25 年総務省告示第 405 号）に掲げる製造業を営む者を除

く。別紙１対象業種一覧参照)又は旅館業法第２条第 1 項に規定するホ

テル営業、旅館営業、簡易宿所営業、下宿営業の用に供する施設及び観

光集客施設を営む事業者等中小企業者に準ずるものとして知事が特に

認めるものであること。 

② 建物及び設備を復旧して県内で事業の再開を行う者又は行った者 

③ 県税及び市町村税に未納が無い者 

  

２ 補助対象物件、補助対象経費等 

項 目 内  容 

補助対象物

件 

 

 

 

 

 

建物 被災事業者の資産として計上される店舗、事務所又は

作業所等の建物 

設備 

 

 

 

事業の再開に供する設備であって、被災事業者の資産

として計上され、資産台帳に登載され、耐用年数が１

年以上で、かつ、取得額又は制作費用が１０万円以上

であり、原則として汎用性が低く、その業務にのみ使

用するもので、次の①から⑤までのいずれかに該当す

るもの 

①建物の付属施設（暖冷房設備、照明設備等） 

②構築物(駐車場等) 

③機械及び装置 

④車両及び運搬具 

⑤備品 

補助対象経

費 

①被災した建物の修復及び建て替えに要する経費。ただし、

住宅と店舗等が一体となっている場合は、店舗に係る部分

のみを補助対象とする 
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②被災した設備の修繕及び購入に要する経費 

③上記①及び②に付帯する工事に要する経費 

補助基準額 上限 ２,０００万円 

下限   １００万円 

補助率 １０分の１ 

備考 

１ 補助対象物件には、国、県その他団体（市町村を除く。）の補

助金の対象となっているもの及び他の者に貸与することを目的と

するものは含まないものとする。 

２ 補助対象経費には、消費税及び地方消費税の額は含まないもの

とする。 

※当事業では、事業用建物が罹災したため事業の継続に支障が生じた

場合を対象とします。ただし、事業用建物が罹災していない場合で

あっても、運輸業及び車両により業を営む事業者が、事業用車両の

被災によって事業の継続に支障が生じた場合は対象となります。 

 

３ 申請先 

   事業施行地を管轄する振興局（別紙２参照） 

 

４ 申請書類等        

 〔事業再開計画（確認）の申請〕 

     （１）補助金の交付を申請される方は、次の書類を提出して事業再開計

画等の承認を受けて下さい。（提出部数２部） 

なお、申請書は被災事業所毎に申請して下さい。 

    Ａ：建物等を復旧しておらず事業再開していない場合（事業再開着

手中も含む。） 

①事業再開計画申請書(別記様式) 

②罹災証明書（市町村長発行） 

③被害状況が確認できる写真 

④復旧費用の証明(見積書の写し) 

⑤税金に未納が無いことの証明書(県税及び市町村税) 

⑥資産台帳（写し） 

⑦法人登記事項証明書(個人事業主の場合は住民票抄本) 

    Ｂ：既に事業を再開している場合 

     ①事業再開確認申請書(別記様式) 

     ②、③、⑤～⑦は共通（④は不要） 

     ⑧事業再開が確認できる写真 

     ⑨復旧費用の証明（領収書等の写し） 
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 （２）事業再開計画申請書等の提出期限 

     平成３０年１月３１日（水） 

 

    〔補助金の交付申請〕 

  （３）承認を受けた後、補助金の交付に際して次の書類を提出して交付

を申請して下さい。（提出部数２部） 

①補助金交付申請書（和歌山県補助金等交付規則第 4 条関係別記第 1 号様式） 

②復旧費用の証明（領収書及び契約書等の写し） 

③建物及び設備の位置図 

④事業再開が確認できる写真 

⑤役員名簿(法人の場合) 

⑥直近 1 年間の財務諸表（決算報告書） 

⑦事業再開計画承認通知書(写)又は事業再開確認通知書(写) 

⑧その他知事が必要と認める書類 

 

  （４）補助金交付申請受付期限 

     平成３０年３月３０日(金) 

 

５ 交付決定 

   既に事業再開したことが認められ、補助金交付申請の内容が適正であ

ると認めるときは、補助金の交付決定を行います。 

※なお、和歌山県暴力団排除条例(平成 23 年和歌山県条例第 23 号)に基

づき暴力団を利する交付決定は行いません。また、交付決定が行われ

たとしても取り消されることとなります。 

(和歌山県補助金等交付規則第 5 条の 2、同第 10 条第 2 項、同第 17 条

参照) 

 

６ その他 

   本事業により取得した施設、設備等について、知事の承認を受けない

で、補助金の交付目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又

は担保に供してはなりません。ただし、支援事業者が補助金の全部に相

当する金額を県に納付した場合又は耐用年数を経過した場合は、この限

りではありません。 

 

７ 問合せ先 

   県の問合せ先は、別紙２を参照して下さい。 

   また、各商工会・商工会議所におきましてもご相談に対応いたします。  
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別紙１ 対象業種一覧 

業種 適否 日本標準産業分類に基づく分類 

農林漁業 

○ 細分類０２２１ 素材生産業 

○ 細分類０２４２ 素材生産サービス業 

× その他 

鉱業、採石業、砂利採取業 ○ 大分類Ｃ 

建設業 ○ 大分類Ｄ 

製造業 × 大分類Ｅ 

電気・ガス・熱供給・水道業 ○ 大分類Ｆ 

情報通信業 

× 細分類３８１１ 公共放送業 

○ 

その他 

◎インターネット付随サービス業において風

俗営業等の規制及び適正化等に関する法律（以

下「適正化法」という。）第２条８項に規定す

る営業を除く。 

運輸業、郵便業 ○ 大分類Ｈ 

卸売業、小売業 ○ 

大分類Ｉ 

◎織物・衣服・身の回り品小売業、繊維・衣服

等卸売業、その他の小売業及び卸売業、各種商

品小売業及び卸売業において適正化法第２条

第６項第５号及び第７項第２号で規定する営

業を除く。 

金融業、保険業 

○ 小分類６７４ 保険媒介代理業 

○ 小分類６７５ 保険サービス業 

× その他 

不動産業、物品賃貸業 ○ 

大分類Ｋ 

◎物品賃貸業において適正化法第２条第６項

第５号及び７項第２号に規定する営業を除く。 

学術研究、専門・技術サービス業 ○ 

大分類Ｌ 

◎専門サービス業において興信所のうち、専ら

個人の身元、身上、素行、思想調査等を行う者

を除く。 

宿泊業、飲食サービス業 ○ 

大分類Ｍ 

◎宿泊業において適正化法第２条第６項第４

号に規定する営業を除く。 

◎一般飲食店及び遊興飲食店において適正化

法第２条第１項第１号から第３号、第１１項並

びに第１３項第１号及び第３号から第４号に
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規定するものについては、一般大衆向けに主と

して食事の提供を行うものに限る。 

生活関連サービス業、娯楽業 

 

× 小分類８０３ 競輪・競馬等の競争場、競技団 

× 細分類８０６４ パチンコホール 

× 細分類８０６９ その他の遊戯場 

○ 

その他 

◎娯楽業において適正化法第２条第１項第４

号（麻雀屋を除く。）及び第５号（ゲームセン

ターを除く。）、第６項第２号、第３号及び第

６号、第７項第１号、第８項から第１０項並び

に第１３項第２号に規定する営業、競輪・競馬

等の競走場、競技団、芸ぎ業（置屋及び検番を

除く。）場外車券売場、場外舟券売場並びに競

輪・競馬等予想業を除く。 

◎洗濯・理容・美容・浴場業において適正化法

第２条第６項第１号に規定する営業を除く。 

◎その他の生活関連サービス業において易断

所、観相業及び相場案内業を除く。 

教育、学習支援業 

× 小分類８１２ 小学校 

× 小分類８１３ 中学校 

× 小分類８１４ 高等学校、中等教育学校 

× 小分類８１５ 特別支援学校 

× 小分類８１６ 高等教育機関 

○ その他（学校法人は除く。） 

医療、福祉 

× 小分類８４１ 保健所 

× 小分類８５２ 福祉事務所 

○ その他 

複合サービス事業 
× 細分類８６１１ 郵便局 

○ その他 

サービス業（他に分類されないも

の） 

× 中分類９３ 政治・経済・文化団体 

× 中分類９４ 宗教 

× 中分類９６ 外国公務 

○ 

その他 

◎その他の事業サービス業において集金業及

び取立業（公共料金又はこれに準ずるものに係

るものを除く。）並びに芸ぎ斡旋業を除く。 
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別紙２ 申請先・問い合わせ先 

 

《申請先》 

 

★商工業者等（以下の事業所を除く） 

各振興局 地域振興部 企画産業課 

（和歌山市内にあっては県庁商工振興課） 

 

★ホテル営業、旅館営業関係 

各振興局 地域振興部 企画産業課 

（和歌山市内にあっては県庁観光振興課） 

 

★訪問介護事業者等 

各振興局 健康福祉部 保健福祉課  

（和歌山市内にあっては県庁長寿社会課、古座川町内、串本町内にあっては東

牟婁振興局健康福祉部串本支所地域福祉課） 

 

★医療機関 

各振興局 健康福祉部 総務健康安全課 

（和歌山市内にあっては県庁医務課、古座川町内、串本町内にあっては東牟婁

振興局健康福祉部串本支所保健環境課） 

 

★薬局・医薬販売業 

各振興局 健康福祉部 衛生環境課  

（和歌山市内にあっては県庁薬務課、古座川町内、串本町内にあっては東牟婁

振興局健康福祉部串本支所保健環境課） 

 

★農協関係、漁協関係 

各振興局 農林水産振興部 農業水産振興課  

 

★森林組合関係 

各振興局 農林水産振興部 林務課 
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《お問い合わせ先》 

 

【本庁】 

和歌山県 商工観光労働部 商工労働政策局 商工振興課 

  ＴＥＬ：０７３－４４１－２７４２ 

※和歌山市内のホテル営業、旅館営業等は県庁観光振興課 

（℡０７３－４４１－２７７７） 

  ※和歌山市内の訪問介護事業者等は県庁長寿社会課 

  （℡０７３－４４１－２５１９） 

※和歌山市内の医療機関は県庁医務課 

  （℡０７３－４４１－２６００） 

※和歌山市内の薬局・医薬品販売業は県庁薬務課 

  （℡０７３－４４１－２６６０） 

 

【各振興局連絡先（代表）】 

海草振興局（℡０７３－４３２－４１１１) 

海草振興局 健康福祉部（℡０７３－４８２－０６００) 

那賀振興局（℡０７３６－６３－０１００） 

伊都振興局（℡０７３６－３４－１７００） 

伊都振興局 健康福祉部（℡０７３６－４２－３２１０） 

有田振興局（℡０７３７－６３－４１１１） 

日髙振興局（℡０７３８－２２－３１１１） 

日髙振興局 健康福祉部（℡０７３８－２２－３４８１） 

西牟婁振興局（℡０７３９－２２－１２００） 

東牟婁振興局（℡０７３５－２２－８５５１） 

東牟婁振興局 健康福祉部 串本支所（℡０７３５－７２－０５２５） 

 

※上記に当てはまる担当課をお伝えください 
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別記様式（第3条関係） 

 

事業再開計画(確認)申請書 
 

                                                平成  年  月  日 

 

  和歌山県知事 様 

 

              所 在 地 

 

                            名 称 

 

                            代表者名                印 

 

                            電話番号 

              (連絡先) 

                            事務担当者名 

               

 

 下記のとおり災害復旧を行い事業再開の計画(確認)をしていますので関係書

類を提出します。 

 

                記 

 

１ 復旧に要する(要した)経費       

                金            円 

       

 

２ 事業再開予定(事業再開)年月日     年   月   日      

 

 

 

 

 

  □ 事業者の概要 

  □ 事業の内容 

  □ 資金関係 

  □ 添付書類  
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１ 事業者の概要 

 

名 称 

 

 

 

所 在 地 

 

 

代表者名  

資本金又は 

出資金 
 従業員数  

 

業 種 

 

 事業内容  

直近の売上高 

(単位：百万円) 
平成  年度  売上高 

被災建物・設備の 

所在地 

 

 

 

被災の状況 

 具体的な内容 罹災証明書 

建物 

 

 

 

 

 

 

 

□ 

 

設備 

 

 

 

 

 

 

 

□ 
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２ 事業の内容 

区分 

 

内 容 

 

単 価 

(単位：円) 
数 量 

金 額 

(単位:円) 

 税抜き 

備 考 

 

 

建物 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

設備 

  

 

 

 

 

 

 

 

 
   

□設備の欄に記載されている設備は、資産台帳に登載済 

付帯

工事 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 合 計     

工期 

 
  年   月   日 ～   年   月   日 

事業所部分(a) 事業所部分以外(b) 事業所部分比率(a)/{(a)+(b)} 

㎡ ㎡  
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３ 資金関係 

（単位：円） 

区  分 金    額 備     考 

当該補助金            

その他

の補助

金 

国 
 

 
 

県 
 

 
 

市町村 
 

 
 

自己資金等 
 

          
 

合  計 
 

 
 

 ※当該補助金については、10万円以上で200万円以下になっているか注意願

います。 

  他の補助金(国、県)と併用されていないか注意願います。 

 

添付書類 

計画・確認共通事項 

□罹災証明書(市町村長発行) 

□被害状況が確認できる写真 

□税金に未納が無いことの証明書(県税及び市町村税)  

     □資産台帳（写し） 

□法人登記事項証明書(個人事業主の場合は住民票抄本) 

□計画の場合 

□復旧費用の証明（見積書の写し） 

□確認の場合 

□事業再開が確認できる写真 

□復旧費用の証明（領収書等の写し）  
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<参考>和歌山県補助金等交付規則 

別記第１号様式(第4条関係) 

 

 

 

地域企業等事業再開支援事業補助金交付申請書 

 

 

年  月  日 

 

   和歌山県知事       様 

 

 

 

申請者住所                

 

氏名又は名称          印 

 

 

 平成２９年度において、地域企業等事業再開支援事業を実施したいので、補助金   

   円の交付について、和歌山県補助金等交付規則第4条の規定により、関係書類を添え

て申請します。 

 なお、この申請に当たり同規則第５条の２に規定する補助金等の交付の除外要件に該当

することが判明した場合又は同規則第１０条第２項の規定に違反した場合には、同規則第

１７条の規定に基づき補助金等の交付の決定の全部又は一部を取り消されても、何ら異議

の申立てを行いません。  

 

 

  関係書類 

 

 □①復旧費用の証明（領収書及び契約書等の写し） 

□②建物及び設備の位置図 

□③事業再開が確認できる写真 

□④役員名簿(法人の場合) 

□⑤直近1年間の財務諸表（決算報告書） 

□⑥事業再開計画承認通知書(写)又は事業再開確認通知書(写) 

□⑦その他知事が必要と認める書類 
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<参考>和歌山県補助金等交付規則 

別記第３号様式(第16条関係) 

 

 

 

地域企業等事業再開支援事業補助金交付請求書 

 

 

金      円也 

 

 

 

 平成  年  月  日付け  商振第   号で交付決定のあ

った地域企業等事業再開支援事業補助金について、和歌山県補助金

等交付規則第１６条の規定により上記のとおり請求します。 

 

年  月  日 

 

   和歌山県知事  様 

 

請求者住所                

 

氏名又は名称          印 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


